













Significance of maternal and child living support facilities: 




*1Graduate School of Human Life Science, Osaka City University 
 
Summary 
This study aims to reveal the significance of maternal and child living support facilities, one of the facilities of 
the Japanese child protection system. This study emphasized on the Japanese child protection system’s 
construction process and focused on the positioning of maternal and child living support facilities while 
examining the child protection system during committee meetings of the Ministry of Health, Labour and 
Welfare from 2003 to 2011., Furthermore, the study also analyzed the significance of these facilities. The 
results of the study clarified the following four points: (1) the services of the maternal and child living support 
facilities are essential for child and family welfare; (2) they ascribe great importance to a precautionary 
approach; (3) they need to be concerned with the community; and (4) they not only support child care but also 
care for expectant and nursing mothers. 
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困や DV 被害への支援の検討 17-18）、さらに具体的
な実践内容に基づいた事例研究 19-20）等が報告され
ているが、社会的養護施設の枠組みを意識した研









































































































































































































































































１．社会的養護のあり方に関する専門委員   
 会 
「社会的養護のあり方に関する専門委員会（以































































































会 的 養 護 の あ り 方 に 関 す る 専 門 委 員 会 報 告 書


































































































































































































は、2015 年に第 18 回が開催されているが、2007
年９月より 2011 年７月 11 日に『社会的養護の課
題と将来像』がとりまとめられるに至る第 12 回会
議までを本研究の分析対象とする。さらにここでは、





































































































「社会的養護専門委員会」は、2007 年 11 月に『中


































































































































































































































































































































































● 虐待で親子分離となった場合に、母と子の双方の支援を通じて、安全に再統合を支援できる（『社会的養護の課題と将来像』） ◯ ◯ ◯ ◯














































































































































































































































































































の間の 2004 年、2010 年の２回に渡って、子ども
の権利委員会からの勧告を受けてきたという事実
もある。特に 2010 年の指摘では、施設養護の見直


























































注 4)児童の権利に関する条約 20 周年に合わせて国連総





































































































































門委員会，第 1 回議事録（2003）  
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2003/05/txt/s0523-
2.txt (2014/5/6) 
31）前掲 30）  
32）厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課社会保
障審議会児童部会：社会的養護のあり方に関する専




33）前掲 32）  
34）厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課社会保
障審議会児童部会：社会的養護のあり方に関する専


















39）前掲 38）  
40）前掲 38）  
41）前掲 38）  
42）厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課社会保
障審議会児童部会：今後目指すべき児童の社会的養




















護体制に関する構想検討会，第 5 回会議事録（2007） 
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/txt/s0322-2
.txt (2014/5/6) 
48）前掲 47）  



















































































第 2 回会議事録（2011）  
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/2r98520000015
qkn.html (2014/7/6) 


























社会的養護施設としての母子生活支援施設の       
存在意義に関する考察  
－社会的養護体制の構築過程にみる位置づけの分析をとおして－ 
 
中島 尚美 
 
要旨：本稿の目的は、わが国の社会的養護体制における社会的養護施設としての母子生活支援施設の存在
意義を明らかにすることである。わが国の社会的養護体制の構築過程に着眼し、厚生労働省に 2003 年か
ら 2011 年にかけて設置された委員会等における社会的養護のあり方の検討のなかで、社会的養護施設と
しての母子生活支援施設の位置づけに焦点化し、委員会における報告書・議事録・会議資料等の文書によ
る分析を試みた。その結果、母子生活支援施設が必ずしも社会的養護施設の枠組みに最初から定着してい
たとはいえない状況が認められた。しかしながら、『社会的養護の課題と将来像』につながる、社会的養
護施設としての母子生活支援施設に確固たる位置づけをもたらした存立要件に次の４点が挙げられた。①
「子ども家庭福祉」の本流に母子生活支援施設の支援が位置していること、②「予防的」な視座を重視し
た支援が展開されていること、③「地域」を基盤とした支援がさらに求められていること、④「周産期か
らの切れ目のない」母と子の育ちへの支援が展開できる施設であること。さらにこれらを、果たすべき専
門的機能の分析をとおして母子生活支援施設の存在意義として明らかにした。  
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中島：社会的養護施設としての母子生活支援施設の存在意義に関する考察
－社会的養護体制の構築過程にみる位置づけの分析をとおして－
